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（参考 19）小・中・高等学校の教職員や児童生徒が連携した教育活動 

 礼文町では、平成 18 年から、礼文町教育研究会を母体とし、小学校（礼文小学校、香深井小

学校、船泊小学校）・中学校（香深中学校、船泊中学校）・高等学校（礼文高等学校）が校種の垣

根を越えて、礼文型教育連携と呼ばれる特色ある教育活動の取組を推進しており、これまで次の

ような取組を実施し、社会で生きる実践的な力の育成を行っている。 

・基礎学力の向上を目指した小中高の協働作業による「礼文型基礎学力養成問題集」やそれを

活用した「礼文検定」 

・総合的な学習の時間に位置付けた、ふるさと礼文に学び自信と誇りを持たせる「礼文学」 

・全校で行う「礼文観光大使活動」や「クリーン作戦」 

・各学校の取組を交流し合う「礼文学発表会」 

 

○教育連携の目的 
(1) 少子化に伴う教育情勢の変化を踏まえ、学年や学校種を越えて協同し、幼児から青年期までを見

通した豊かな人間関係を育てる機会を創造する。 
(2) 基礎・基本の力の定着と、ふるさと礼文に学ぶ豊かな心の育成を柱に、各校が特色ある教育を推

進し、保小中高における共通性・系統性を重視した一貫性のある「礼文の教育」を創造する。 
(3) 校種間の連携・接続に関する実践的な研究を通じて児童・生徒理解を深め、学習指導や生活指導

における教職員の資質向上を図る。 

 

○教育連携を通して高めたい３つの力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○礼文学系列表 

総合的な学習の時間を中心に、各教科および道徳、特別活動等、全ての領域において可能な

限り、ふるさとを学ぶ学習として位置付けられている。 

  

◇サークル活動 
◇夏・冬の教育講座 
◇教育講演会 

教師力 

◇礼文学と地域連携 
◇小中高が集う研究大会 
◇保育所との教育連携 

◇礼文検定と学力づくり 
◇食育・性教育の系統化 
◇中学校区での教育連携 

学校力 

研究力 

すべての子どもたちに確かな学びを 
保障する力量を高め合う。 

ともに学び合い、 
一貫性と一体感のある教育研究を 

各校で充実させる。 

ふるさとに学び、 
次代を担う子どもたちを育てる 

学校づくりを学ぶ。 
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○中学校と高校が連携した乗り入れ授業（蘭越町の例） 

 蘭越町では、町内における外国語教育の推進を図るため、町内の全保育所、幼稚園、小学校、中学
校、高校で構成する「外国語教育連携推進会議」を設置している。本推進会議では、発達の段階に応じ
た学習到達目標（CAN-DO リスト）を設定するほか、高校の外国語教諭が中学校で授業を行うなど、
校種間連携にも力を入れている。 
１ 乗り入れ授業のねらい 
  外国語教育の推進に向け、中学生に対して、高校と中学校の外

国語教諭がティーム・ティーチングを行うことにより、校種間の
連携を図り、中学校と高校の英語学習の円滑な接続を目指す。 

２ 場所 
  蘭越町立蘭越中学校 
３ 対象 
  蘭越中学校 第３学年 
４ 実施時期・回数 
  10 月～11 月 ４回（令和元年度実績） 
５ 学習計画 

第１回：高校の教諭をＡＬＴに見立て、英語で自己紹介する活動 
第２回：教科書の会話文を参考にして、自分の意見を英語でまと

める活動 
第３回：英語でまとめた自分の意見を、別の表現で言い換えた

り、文の構成について考えたりする活動 
第４回：「ロボットと生活するのは良いか悪いか」というテーマ

について、生徒が互いに英語で質問したり、意見を交換
したりする活動 

６ 成果（生徒の声） 
 ・中学とはレベルが違い、分からないことも多かったけど、わかりやすく教えてくれてよかった。 

・知っている先生がいるので、蘭越高校に安心して行くことができると思った。 

 

○中学校と高等学校の連携事例集（北海道教育委員会、令和２年３月発行） 

 北海道教育委員会では、学校段階間の連携・接続のさらなる推進を図るため、中高一貫教育校の取
組や、中学校等と高等学校との校種間連携の取組をとりまとめた事例集を作成している。 
 

学校名 
連携先 

連携内容 
小 中 

登別明日 
中等教育学校 

  
①６年間を見通した計画的・系統的な学習指導の実践 
②地域との協働による高等学校教育改革推進事業(グローカル型)の取組 

鵡川高校  ○ ①中高ボランティア活動  ②中高連携学習会  ③中高合同講演会 

えりも高校  ○ 
①中学校と高等学校が連携したいじめの防止に向けた取組 
②高校生による進路講 ③えりも岬百人緑化事業 

奥尻高校  ○ 
①インターンシップを活かしたキャリア教育 
②「メンタリングセッション」による主体的な学びの推進 
③高校生による中学生及び保護者への学校説明会の実施 

上川高校 ○ ○ 
①小学生の学習サポート「ジャンプアップひろば」の取組 
②地域の基幹産業を理解する「地域産業体験」の実践 
③除雪・災害ボランティアの実践 

湧別高校  ○ 
①教科の連携を密にした確かな学力の育成 
②６年間を通じたキャリア教育プログラム 

鹿追高校 ○ ○ 
①異年代間の交流を活かした生徒指導・進路指導の推進 
②幼小中高 13 年間を見通した１－４－４－４カリキュラムの推進 

広尾高校  ○ 
①高校生による中学生への進路講話・語り場の実践 
②様々な指導形態を活用したＳＣＣ（中高連携事業）の推進 

羅臼高校 ○ ○ 
①地域との協働による学習の充実と地域活性化 
②ふるさと教育（知床学）を通したキャリア教育 

月形高校  ○ ①中高交流の取組 
札幌英藍高校  ○ ①ピア・サポート局による中学校との交流会 
蘭越高校  ○ ①校種間連携を通した英語力向上の取組 
知内高校 ○ ○ ①学校種間の連携を密にする組織的活動 
天塩高校 ○ ○ ①小中高 12 年間を見通した学力向上の取組 
枝幸高校  ○ ①「中高交流会」の取組 
佐呂間高校  ○ ①異校種間連携の推進と佐呂間町の支援を得た多彩な教育活動の実践 
雄武高校  ○ ①地域に根ざした高校づくり 
興部高校  ○ ①公開授業・中高交流会による生徒の実態把握と授業改善 
霧多布高校  ○ ①津波防災教育における校種間連携 

 

  

乗り入れ授業の様子① 

乗り入れ授業の様子② 

※本連携事例集は北海
道教育委員会のホー
ムページに掲載して
います。具体的な連
携内容は、下記ＱＲ
コードでアクセスし
てください。 

http://www.koukou.hokkaido-c.ed.jp/jirei/R01_chuukourenkeijireishuu.pdf
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○中学校と高等学校が連携したキャリア教育の取組（湧別町の例） 

 

 

 

  

湧別町では、総合的な探究（学習）の時間を活用し、連携型中高一貫教育の大きな柱の一つとして、
町内の中学校・義務教育学校後期課程と高等学校が連携した６年間のキャリア教育を展開している。 

【ねらい】 
地域人材や環境・産業との関わりか

ら、自己の生き方・在り方を見つめ、
勤労観・職業観を育成する中で、将来
の目標を叶えるための取り組みを行う
ことができる。 

「ＳＴＣプログラム」 
～きっと見つかる 未来の可能性～ 

 ※「ＳＴＣ」とは「school to career」の頭文字で、「学
校から職業・生涯へ」という意味である（アメリカのコ
ネチカット州で実施したキャリア教育のプログラム名）。 
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（参考 20）アカデミック・インターンシップ 

○高等学校学習指導要領（平成 30 年告示）解説総則編 

一般に、専門学科では、生徒の進路に関連の深い教育が行われており、特に職業学科では、現場実
習等の就業体験の機会も多い。これに対して、普通科ではそのような機会が少ないため、特に普通科
における体験的な学習の必要性が指摘されている。就業に関わる体験的な学習は、各学校が地域や生
徒の実態等に応じて創意工夫をこらすことによって行われるものであり、学習指導要領では科目を特
定していないので、学校において、関係の各教科・科目、総合的な探究の時間及び特別活動において、
適切に配慮する必要がある。また、平成 28 年 12 月の中央教育審議会答申においては、これまで主に
高等学校卒業後に就職を希望する生徒が多い普通科や専門学科での実習を中心に就業体験活動が行わ
れてきたが、今後は、大学進学希望者が多い普通科の高等学校においても、例えば、大学・大学院での
学習や研究経験を必要とする職業に焦点をあて、大学等の専門機関において実施する就業体験活動（い
わゆる「アカデミック・インターンシップ」）を充実するなど、それぞれの高等学校や生徒の特性を踏
まえた多様な展開について提言されており、こうした視点からの就業体験活動の充実を図ることも大
切である。また、生徒一人一人が現代の社会の変化や自己の特性等についての理解を深め、将来の生
き方をより深く考え行動する態度や能力を育成することができるようガイダンス機能の充実を図るこ
とが重要である。 

 

○アカデミック・インターンシップ①（札幌西高校の例） 

札幌西高校では、大学進学者の多い普
通科高校であることを踏まえ、研究者や
大学等の卒業が前提となる資格を要する
職業を含めたインターンシップに取り組
んでいる。 
【生徒の感想】 
 「東大の研究室をのぞいてみよう！」と
題したプログラムに１年生９名、２年生
２名の合計 11 名が参加した。がん細胞の
転移の研究では、ラットに麻酔をかけ、ＣＴスキャンを行った。放射線について調査・研究している
研究室への訪問や、大学生との交流を通して、東大への憧れが具体的な目標となり、将来何を研究し
たいのかを考える良い機会になった。 

 

○アカデミック・インターンシップ②（大麻高校の例） 

 大麻高校では、第１学年を対象に、「総
合的な探究の時間」のプログラムの１つ
として大学訪問を行っている。４つの大
学で合計 15 講座が開講され、生徒は事前
学習を行った上で講座に参加した。 
 生徒は、1 つの解答を求める学習ではな
く、自分で課題を発見し、その解決策を多
角的に求めていく大学での学習に大きな
刺激を受けていた。また、事後学習として
成果発表会の機会を設定し、参加した生徒の各グループが創意工夫をこらした発表を行った。 

 

○アカデミック・インターンシップ③（旭川永嶺高校の例） 

 旭川永嶺高校では、希望者を対象に、旭
川医科大学（看護学科）、北海道教育大学
旭川校、旭川大学（栄養系・幼児教育系）
と連携した学習活動を行っている。 
 生徒は、大学での演習や模擬講義など
を通して、職業に対する理解を深めると
ともに、進路実現への意欲を高めた。参加
した生徒からは、「今回の連携した学習の
経験が、進学や就職の目的を改めて考え
るきっかけとなった」といった感想があった。また、ＯＢ・ＯＧとの懇談や学食体験を通して、大学生
活への理解も深めた。 

 

【出典】北海道教育委員会（平成 30 年 9 月）「キャリア教育の推進」 

【出典】北海道教育委員会（令和２年 8 月）「キャリア教育の推進」 

【出典】北海道教育委員会（令和２年 8 月）「キャリア教育の推進」 

成果発表会 大学での講座の様子 

模擬講義の様子 ＯＧとの懇談 

研究室訪問の様子 大学訪問時の様子 
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（参考 21）大学と連携した研究活動 

○大学との連携による「岩東メソッド」の開発（岩見沢東高校の例） 

 岩見沢東高校では、生徒自らが日常生活におけるストレスを分析
し、その解決に向けた対処法を検討するための資料「岩東メソッド」
を、本校生徒と教職員、北海道医療大学が連携して作成した。 
１ 作成の経緯・ねらい等 

(1) 本校教職員から、本校生徒の最近の傾向として、ストレス対処
能力が低下しているとの指摘があったこと 

(2) この指摘に対応するため、「何に対してストレスを感じている
か」、「そのストレスの対処法は何か」を明確にし、本校生徒独自
のストレス対処法を身に付ける必要があると考え、ストレス対処
法に係る資料「岩東メソッド」を作成するに至ったこと 

(3) 本校在校生や将来本校への進学を希望する中学生に対し、作成
した本資料を配布し、生徒のストレス対処能力を育成すること 

(4) 本研究を通して、生徒の研究・探究する力と表現力を身に付け
させること  

２ 本メソッドの開発メンバー 
 ・岩見沢東高校 生徒 ９名（第１学年４名、第２学年５名） 
 ・岩見沢東高校 教職員３名 
 ・北海道医療大学   ４名（冨家直明教授、研究生３名）  
３ 本メソッドの開発の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 本メソッドの特徴 
 【特徴１】リッカート法により８因子 37 項目の「岩東ストレッサー尺度」を作成したこと 

第１因子 学業成果に関するストレス 第２因子 低い自己肯定感 

第３因子 経済的なストレス 第４因子 学習環境に関するストレス 

第５因子 部活に関するストレス 第６因子 通学環境に関するストレス 

第７因子 進路選択に関するストレス 第８因子 人間関係に関するストレス 
 
 【特徴２】自分自身のストレスの状況を自分自身で知ることができること 
       本メソッドは、開発した「岩東ストレッサー尺度」（37 項目の質問紙検査）に回答し、

因子ごとに小計値・合計値を算出することで、自分自身のストレスの状況を知ることが
できる。自分自身のストレスの状況は、添付の「岩東ストレッサー尺度換算表」に算出し
た小計値・合計値をプロットして、簡単に把握することができる。点数が高い因子はス
トレスの程度が大きく、その因子にどう対処していくかが生徒の今後の課題となる。 

 【特徴３】各因子（ストレッサー）に対するコーピング（ストレス対処法）のアイデアを提示 
       本メソッドは、各因子に対するコーピング（ストレス対処法）のアイデアを提示して

いる。生徒は、提示されているアイデアを知り、ストレスへの対処のアイデアを広げる
ことにより、変化の激しい社会におけるストレス対処能力の向上を図ることができる。 

５ 参加した生徒及び教職員の声 
・ストレスへの適切な対処方法を話し合う中で、他者は自分では思いもよらないことに過大な負荷

を感じていたり、逆に別の観点から捉えることでストレスをストレスに感じないようにしていた
りと、他者と自分の間のものの見方や考え方、価値観の相違に驚かされた。（生徒） 

・本取組を始めるにあたり、冨家教授を講師に迎え校内研修を実施した。研修では、生徒に対して
行うべき支援策やストレスへの対処法に関する説明や助言をいただいた。これらの取組を通して、
教職員の生徒を見る目や対処法が変わってきたように思う。（教職員）  

心理検査の作成 

＜岩東ストレッサー尺度＞ 

コーピングの作成 

＜ストレス対処法＞ 

「岩東メソッド」の完成 

① 測定したい概念（岩東生のストレッサー）の決定 
② 質問項目に関係するキーワードの洗い出し（自由記述） 
③ 上記②で洗い出したキーワードの整理（ＫＪ法） 
④ 上記③を踏まえ、回答しやすい文章に質問項目を修正し、

133 の質問項目を作成・リスト化 
⑤ 調査（上記④）を実施（サンプリングした数百人を対象） 
⑥ 上記⑤の結果分析 

・記述統計の算出による外れ値等のトリミング 
・因子分析による因子数の特定 

⑦ストレッサーに対するコーピング（ストレス対処法）を作成 

開発に取り組む様子① 

開発に取り組む様子② 

ＫＪ法による整理 

【用語解説】 
ストレッサー：ストレス反応を引き起こす原因 
コーピング：ここではストレスへの対処法 
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（参考 22）北海道の学校開放の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○学校開放の取組（美深高校の例） 

ダイバソフィ 
1 事業の概要・経緯等 
  美深高校では、本校図書室を会場に、道内外の大学や専門学校

から講師を招聘し、様々なテーマで討論会や創造的活動、専門的
な講義を行う公開講座「ダイバソフィ」を実施している。 

本校では、土曜講習を年 15 回程度実施しており、本講習の 3
コマ目を公開講座に割り当てている。本講座には、本校生徒のほ
か、保護者や中学生、大学生など地域の一般の方が幅広く参加し
ており、通常の授業とは違った新しい学びの場となっている。 
＜ダイバソフィとは？＞ 

名寄市立大学の関教授が考案した世代を超えた話合いの場で
あり、地域に開かれた学びの場の創造を目標としている。具体的には、様々な世代で構成するグル
ープにおいて、与えられたテーマについて話し合い、グループごとに話し合った結果をまとめて発
表するという活動を展開している。 

 
 ○実施状況（令和元年度） 

 実施日 参加者数 テーマ等 講師等 

第１回 ６月15日 37 名 平成から令和に代わった「年号」について 名寄市立大学 

第２回 ６月22日 25 名 よのなか科（社会問題の解決法の提案） 本校教諭、卒業生、生徒 

第 3 回 7 月13日 25 名 いのちの贈り物（臓器移植） 旭川医科大学 

第 4 回 7 月20日 15 名 異文化理解 旭川大学 

第５回 ９月14日 14 名 まちのデザインを「みる」ということ 星槎道都大学 

第 6 回 ９月21日 13 名 現代美術の見方・楽しみ方 北海学園大学 

第 7 回 10月５日 17 名 私たちは宇宙美術と繋がっている！ 北海道情報大学 

第 8 回 11月９日 21 名 そば打ち体験 幌加内高校そば局 

第 9 回 12月７日 15 名 日本における韓流とは何か 北海商科大学 

第10回 12月14日 13 名 世界の子どもの現状 北星学園大学 

第11回 ２月１日 12 名 卒業生の主張 本校卒業生 
 
2 参加者の声や成果等 
 ○一般参加者からは、「一生懸命な高校生と話すことができ刺激

を受けました」、「変わった発表方法や自分には考えつかない意
見を聞くことができとても楽しかった」などの感想があった。 

 ○本校生徒からは、「知らない人と話合いができて良かった」、「大
学生と交流ができて良い機会になった」、「発表は緊張して下を
向いてしまったが良い経験になった」などの感想があった。 

 ○毎回、第１学年～第３学年の生徒及び外部参加者との混合グル
ープを編成して異世代間での話合いを実施しており、コミュニ
ケーショントレーニングの良い機会となっている。 

 ○立場の違う人との意見交換により、知識の幅が広がり、報道の見方に変化が生じるなど良い変化
が見られる。また、自分の意見を発表する場があり、小論文や面接などの練習にも役立っている。 
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（参考 23）地域と連携した部活動 

○生徒のニーズを踏まえた環境の整備「地域との連携等」 

ア 道、学校の設置者及び校長は、家庭の経済状況にかかわらず、生徒のスポーツ環境の充実や芸術
文化等の活動に親しむ機会の充実の観点から、学校や地域の実態に応じて、地域の人々の協力、社
会教育施設や文化施設の活用、地域の関係団体との連携、保護者の理解と協力、民間事業者の活用
等による、学校と地域が共に子供を育てるという視点に立った、学校と地域が協働・融合した形で
の地域における持続可能なスポーツ・芸術文化等の活動のための環境整備を進める。 

イ 道及び市町村は、学校管理下ではない社会教育に位置付けられる活動については、各種保険への
加入や、学校の負担が増加しないこと等に留意しつつ、生徒がスポーツ・芸術文化等の活動に親し
める場所が確保できるよう、学校施設開放事業を推進する。 

ウ 道、学校の設置者及び校長は、学校と地域・保護者が共に子供の健全な成長のための教育、スポ
ーツ環境の充実及び芸術文化等の活動に親しむ機会の充実を支援するパートナーという考え方の下
で、こうした取組を推進することについて、保護者の理解と協力を促す。 

【出典】北海道・北海道教育委員会「北海道の部活動の在り方に関する方針」（平成 31 年 1 月） 
 

○市町村からの支援による部活動運営（むかわ町） 

むかわ町では、町内にある鵡川高等学校の生徒寮を平成 14 年に設置し、高校生に野球による人間形
成を柱とした良好な勉学と生活の環境を提供している。また、町費で監督、舎監兼コーチを任用し、
技術指導及び生活指導を行っている。 
 

【鵡川高等学校 生徒寮】基本目標 
 ・安心で安全な青少年のために必要な住環境の提供 
 ・出会いとふれあいのある合宿等の提供 

 

 

○中学校・高等学校の枠を越えたスポーツ活動（下川町） 

下川町では、下川町教育委員会が「下川ジャンプ少年団」を運営し、下川町教育委員会職員が本少
年団のコーチを務めている。少年団には、下川町及び近隣地域の小学生や中学生が所属し、下川商業
高校生や大学生、社会人と一緒に活動している。 

 
 
 
 
 
 

 
 

○地域の活性化を目標とした部活動（札幌東商業高校） 

 札幌東商業高校では、マーケティング部において、「北海
道の活性化」を目標に活動を行っている。商品開発やイベ
ントの企画・運営について話合いを行い、活動が進む中、
各種イベントへの出店なども行っている。 
○活動例１「商品開発」 
  本校では、科目「課題研究」「商品開発」やマーケティ

ング部の活動において、コロッケや珍味、パンなどの商
品を開発している（右図参照）。 

○活動例２「新さっぽろ冬まつりへの参加」 
  「ふれあい広場あつべつ」で開催の「新さっぽろ冬ま

つり 2020」に、信濃小学校親父の会と共同でＯＧＪＫ食
堂を出店。本校で開発したコロッケ３種類と珍味（鮭と
ば３種類）を含む12種類の商品を販売し、好評を博した。 

○活動例３「全国ツアープランニングテストへの出場」 
  本コンテストは、「観光による地域の魅力アッププラ

ン」をテーマに、各都道府県の魅力を取り入れたツアー
プラン等についてプレゼンテーションを行う取組であ
り、本校マーケティング部は、一次審査を通過し、全国で９校が選ばれた決勝審査に進んだ。 

本校は、ミルク王国北海道をアピールするため、札幌とその近郊市町村でアイスを販売する店を
１泊２日で巡るアイス尽くしのツアーを提案した。「インパクトのある企画が良かった」という講評
をいただき、優良賞を受賞した。 

下川ジャンプ少年団 
 

※下川町・近隣市町村の小

学生・中学生等 

運営・指導 

下川商業高校生 

連携・協働 

下川町教育委員会 

大学生 社会人 

コーチの任用 

むかわ町 鵡川高等学校 野球部 
生徒寮の提供 

商品開発の一例 
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（参考 24）複数校合同部活動 

○生徒のニーズを踏まえた環境の整備「部活動の設置、統廃合、合同チーム等の編成」 

ア 校長は、生徒と部活動顧問の負担が過度にならないよう適正な数の部活動数を考慮した上で、既
存の部活動の統廃合などと合わせて、競技力や技能の向上や大会等での成績以外にも、適度な頻度
で行ったり、スポーツ・芸術文化等の活動に興味と関心をもつ同好の生徒が、学級内とは異なる人
間関係を形成したりする等、生徒の多様なニーズに応じた活動を行うことができる部活動の設置に
ついて検討する。 

なお、部活動の設置や統廃合に当たっては、校内でガイドラインを作成するなどして、生徒や保
護者の理解の下、長期的な見通しをもって行う。 

イ 道及び市町村は、少子化に伴い、単一の学校では特定の競技・文化活動を行うことができない場
合、教育課程との関連を勘案して、複数校の生徒が拠点校の活動に参加する合同部活動の取組を検
討することとし、学校の設置者及び校長は、例えば、平日は自校での練習を中心としながら、週末
や大会等の直前のみ合同練習を行うなど、双方の移動に係る時間を含め、合同チームや合同練習に
よる活動を行うことにより、生徒と部活動顧問の負担が過度とならないこと等を考慮した上で、実
施の可否を判断する。 

なお、合同練習などを行う際の移動時間については、生徒の活動時間には含めないこととするが、
長時間の移動を伴う合同練習等の実施に当たっては、成長期にある生徒が、教育課程内の活動、部
活動、学校外の活動、その他の食事、休養及び睡眠等の生活時間のバランスのとれた生活を送るこ
とができるよう配慮した実施回数とする。 

【出典】北海道・北海道教育委員会「北海道の部活動の在り方に関する方針」（平成 31 年 1 月） 

 

○複数校合同チームによる大会への参加についての考え方（公益財団法人全国高等学校体育連盟） 

運動部活動部員数の減少が深刻な状況にある学校が増加したこともあり、全国的に複数校合同での
部活動が進められている。 

複数校合同チームによる大会参加についての社会的要請があることを受け、部活動活性化のために
本連盟が平成 14 年３月に認めた団体競技種目における複数校合同チームによる大会参加は、あくまで
部活動にひたむきに取り組んでいる生徒に発表の場を提供するための教育的配慮に基づくものであ
る。 

したがって、各学校の部活動運営にあたっては上記の趣旨を踏まえ、創意工夫を凝らして部員数の
確保に努めるとともに可能な限り学校単位での大会参加が出来るよう努力するべきものと考える。 

これらの考え方に基づいて、複数校合同チームによる大会参加については以下のように取り扱うこ
ととした。 
１．部員不足に伴う複数校合同チームの大会参加について 

(1) 全国高等学校総合体育大会は学校対抗制を原則としている。したがって、各学校を単位として
大会に参加することが要件となるため、部員不足に伴う合同チームの参加は認めない。 

(2) 各都道府県高体連及び専門部においては、各都道府県の大会等の参加に関する基準等を検討し、
実施可能な専門部から合同チームが成果を発表できる場を設けるよう努力する。その際、合同チ
ームの編成が勝利至上主義的発想で行われることのないよう十分留意する。 

２．学校の統廃合（設置者による学校の廃止及び廃止を伴う複数の学校の統合で、募集停止を伴うも
のをいう、以下同じ）に伴う複数校合同チームの大会参加について 
(1) 学校の統廃合は行政を含む設置者の都合によるものであるので、当該校に在籍する生徒の活動

を保障するために、統廃合完了前の２年間に限り合同チームを組んで全国高等学校総合体育大会
に参加することを認める。 

(2) 統廃合の予定があっても合同チームを編成せず、単独チームで出場することもできる。これに
ついては学校毎ではなく、部活動毎に取り扱うものとする。 

(3) 同一競技において、選手が単独チームと合同チームの両方から大会に出場することはできない。 

 

○複数合同運動部活動の実施上のポイント 

○活動方針や活動内容等について、学校間で十分協議し、共通理解を図るとともに、自校の活動と合
同での活動をあわせた指導計画を作成する。 

○生徒や保護者に合同部活動の考え方や活動内容などについて説明し、理解・協力を得る。  
○学校間で定期的な打合せの機会を設け、活動方針等の確認を行う。 
○その日の活動人数や生徒の健康状態等を事前に確認し、顧問同士で連絡を取り合う。 
○移動に当たっての留意事項を十分に生徒に指導し、安全確保を図る。 
○万一の事故発生に備え、緊急時の対応についてマニュアルを整備し、共通理解を図る。 

【出典】北海道教育委員会「運動部活動の充実～複数校合同部活動の実践事例集～」（平成 20 年９月）  


